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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内視鏡の筒状外側部材と、その内側に位置するコイル状内側部材とを、前記筒状外側部
材に外周からレーザ光を前記筒状外側部材の軸を中心とした螺旋状に照射することにより
溶接固定する内視鏡用レーザ溶接方法において、
　前記筒状外側部材の板厚をｈ、前記コイル状内側部材の板厚をｈＣ、前記筒状外側部材
の内側に前記コイル状内側部材の位置しない場所で前記筒状外側部材の内外径を変化させ
ずに且つ前記筒状外側部材の内側に前記コイル状内側部材の位置する場所で前記筒状外側
部材と前記コイル状内側部材の溶接固定を可能とするレーザ溶接の最大溶接エネルギーを
Ｅ１、前記筒状外側部材の内側に前記コイル状内側部材の位置する場所で前記筒状外側部
材と前記コイル状内側部材の溶接固定を可能とする最小溶接エネルギーをＥ２とするとき
、
　前記筒状外側部材の外周面で螺旋状溶接ビードが重ならないように前記螺旋状溶接ビー
ド間に隙間ｘ＞０を設け、
　前記筒状外側部材から前記コイル状内側部材までの溶接深さＨがｈ＜Ｈ＜ｈ＋ｈＣであ
り、
　前記螺旋状溶接ビードのピッチが前記コイル状内側部材のピッチとは異なるように前記
筒状外側部材と前記コイル状内側部材とを前記螺旋状溶接ビードにより溶接固定し、
　溶接深さが前記溶接深さＨとなる溶接エネルギーＥは、Ｅ２≦Ｅ≦Ｅ１の関係を満たす
、
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　ことを特徴とする内視鏡用レーザ溶接方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内視鏡の筒状外側部材と、その内側に位置するコイル状内側部材とを、筒状
外側部材に外周からレーザ光を照射することにより溶接固定する内視鏡用レーザ溶接方法
、並びに、この内視鏡用レーザ溶接方法により互いに溶接固定された筒状外側部材及びコ
イル状内側部材を備える内視鏡用レーザ溶接部材に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、内視鏡のパイプ状部材の内面にコイル状部材を内接させて接合する際に、パイプ
状部材の外側より、パイプ材の外径を加工するいわゆるスウェージング等の方法を用いて
パイプ状部材を縮径する方向に塑性加工した後、この塑性加工部分をレーザで溶接する手
法が知られている（例えば、特許文献１参照）。
【０００３】
　また、上記特許文献１には、パイプ状部材とコイル状部材との間に金属箔を介在させて
レーザ溶接を行う手法や、レーザ溶接後に溶接部の外周を削って整形加工を行う技術が記
載されている。
【０００４】
　また、レーザ光により溶接を行う手法として、パイプ状部材の外周から周方向にレーザ
光を照射することにより溶接を行う手法が知られている（例えば、特許文献２及び３参照
）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特公平６－１６７９０号公報
【特許文献２】特開平５－１６１５９７号公報
【特許文献３】特開昭６０－２４６７４１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、上記特許文献１のようにスウェージング等の塑性加工を行うと、パイプ
状部材及びコイル状部材を変形させることになり、パイプ状部材及びコイル状部材の外径
及び内径が変化する。
【０００７】
　そのため、コイル状部材の内部に処置具などを挿通させて用いる内視鏡の場合は、スウ
ェージングによる変形を見込んで設計を行う必要があるが、スウェージングは変形後の寸
法のバラつきが大きくなるため、内視鏡用のパイプ部材は径が小さく、溶接後の部品の外
径及び内径を高精度に管理することは困難である。
　また、上記特許文献２及び３のようにレーザ光をパイプ状部材の周方向に照射すること
により溶接を行うと、溶接ビードが重なって深さが不均一になるなど、レーザ溶接を確実
に行うことができない。
【０００８】
　本発明の目的は、レーザ照射前に筒状外側部材及びその内側に位置するコイル状内側部
材に接合のための塑性加工を必要とせず、筒状外側部材とコイル状内側部材との間に接合
のための部材を介在させない場合にも、確実にレーザ溶接を行うことができると共に、レ
ーザ溶接後の筒状外側部材の内外径の寸法変化をさせない内視鏡用レーザ溶接方法及び内
視鏡用レーザ溶接部材を提供することである。
【課題を解決するための手段】
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【０００９】
　本発明の内視鏡用レーザ溶接方法は、内視鏡の筒状外側部材と、その内側に位置するコ
イル状内側部材とを、上記筒状外側部材に外周からレーザ光を上記筒状外側部材の軸を中
心とした螺旋状に照射することにより溶接固定する内視鏡用レーザ溶接方法において、上
記筒状外側部材の板厚をｈ、上記コイル状内側部材の板厚をｈｃ、上記筒状外側部材の内
側に上記コイル状内側部材の位置しない場所で上記筒状外側部材の内外径を変化させない
レーザ溶接の最大溶接エネルギーをＥ１、上記筒状外側部材と上記コイル状内側部材の溶
接固定を可能とする最小溶接エネルギーをＥ２とするとき、螺旋状溶接ビードが重ならず
、上記筒状外側部材から上記コイル状内側部材までの溶接深さＨがｈ＜Ｈ＜ｈ＋ｈｃであ
り、上記筒状外側部材と上記コイル状内側部材とを溶接固定し溶接深さが上記溶接深さＨ
となる溶接エネルギーＥは、Ｅ２≦Ｅ≦Ｅ１の関係を満たす。
【００１０】
　本発明の内視鏡用レーザ溶接部材は、上記内視鏡用レーザ溶接方法により互いに溶接固
定された上記筒状外側部材及び上記コイル状内側部材を備える。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、筒状外側部材の軸を中心とした螺旋状に、筒状外側部材に外周からレ
ーザ光が重ならないように照射されるため、レーザ照射前に筒状外側部材及びコイル状内
側部材に接合のための塑性加工を必要とせず、筒状外側部材とコイル状内側部材との間に
接合のための部材を介在させない場合にも、内側にコイル状内側部材が無くとも筒状外側
部材の内外径が変化することなく確実にレーザ溶接を行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の一実施の形態に係る内視鏡用レーザ溶接部材を示す概略断面図である。
【図２】本発明の一実施の形態に係る内視鏡用レーザ溶接方法を説明するためのパイプ状
部材（外側部材）の概略斜視図である。
【図３Ａ】本発明の一実施の形態に係る内視鏡用レーザ溶接方法を説明するための溶接領
域の部分断面図（その１）である。
【図３Ｂ】本発明の一実施の形態に係る内視鏡用レーザ溶接方法を説明するための溶接領
域の部分断面図（その２）である。
【図３Ｃ】本発明の一実施の形態に係る内視鏡用レーザ溶接方法を説明するための溶接領
域の部分断面図（その３）である。
【図３Ｄ】本発明の一実施の形態に係る内視鏡用レーザ溶接方法を説明するための溶接領
域の部分断面図（その４）である。
【図４】本発明の一実施の形態に係る内視鏡用レーザ溶接方法を適用した内視鏡を示す斜
視図である。
【図５】本発明の一実施の形態に係る内視鏡用レーザ溶接方法を適用した内視鏡の蛇管接
合部を示す断面図である。
【図６】本発明の一実施の形態に係る内視鏡用レーザ溶接方法を適用した内視鏡用クリッ
プ装置（内視鏡処置具）を示す要部断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明の実施の形態に係る、内視鏡用レーザ溶接方法及び内視鏡用レーザ溶接部
材について、図面を参照しながら説明する。
　図１は、本発明の一実施の形態に係るレーザ溶接部材１を示す概略断面図である。
【００１４】
　図２は、本発明の一実施の形態に係るレーザ溶接方法を説明するためのパイプ状部材１
０の概略斜視図である。
　図３Ａ～図３Ｄは、上記レーザ溶接方法を説明するための溶接領域Ｒの部分断面図であ
る。
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【００１５】
　図１に示すように、レーザ溶接部材１は、筒状外側部材としての例えば金属製のパイプ
状部材１０と、その内側に位置するコイル状内側部材としての例えば金属製で断面矩形の
コイル状部材２０と、を備える。
【００１６】
　パイプ状部材１０及びコイル状部材２０は、略円筒状を呈する。パイプ状部材１０の端
部１０ａ側の一部の内周面には、コイル状部材２０の端部２０ａ側の一部が嵌合している
。パイプ状部材１０とコイル状部材２０とは、図２に示すレーザ光照射装置２００により
照射されるレーザ光Ｌによって、互いに溶接固定される。螺旋状溶接ビードとしての溶接
部３０は、パイプ状部材１０の外周から例えばＹＡＧレーザであるレーザ光Ｌを図１に示
す溶接領域Ｒに照射されることで形成される。
【００１７】
　図２に示すように、嵌合したパイプ状部材１０及びコイル状部材２０は、図示しない保
持装置に保持された状態で、回転方向Ｄ１に回転すると共に送り方向Ｄ２に送られる。こ
の状態のパイプ状部材１０及びコイル状部材２０に対し、レーザ光照射装置２００はレー
ザ光Ｌを照射する。
【００１８】
　なお、回転方向Ｄ１及び送り方向Ｄ２については、パイプ状部材１０及びコイル状部材
２０とレーザ光照射装置２０とが相対的に回転又は移動すればよいため、例えば、送り方
向Ｄ２についてレーザ光照射装置２００を移動させるなどの構成としてもよい。
【００１９】
　図２に示すように、レーザ光Ｌにより溶接される溶接部３０は、パイプ状部材１０の軸
（中心軸）Ａを中心とした螺旋状に、パイプ状部材１０に外周からレーザ光Ｌを連続的に
照射されてなる。なお、レーザ光Ｌは断続的に照射されるようにしてもよいが、連続的に
照射することで高精度に溶接部３０を形成することができる。
【００２０】
　図３Ａに示すように、パイプ状部材１０の内側に位置するコイル状部材２０は、板状コ
イルでコイル間が密着していないコイル状部材の適用例を示す。溶接部３０は、パイプ状
部材１０の外周のうちコイル状部材２０が内側に位置する部分（溶接部３１）とその他の
部分（溶接部３２）とで、同一のレーザ照射条件のレーザ光Ｌを照射されている。このレ
ーザ照射条件とは、例えば、波長、光出力、スポット径、発振パルス幅、移動速度などが
挙げられる。
【００２１】
　本実施の形態では、まず第一に、内側にコイル状部材２０が位置しない溶接部３２は、
レーザ照射条件の調整によってパイプ状部材１０の内外径に変化をさせない条件に設定す
る。そのときの溶接部３２の幅はｗ２になる。
【００２２】
　上記のレーザ照射条件で、内側にコイル状部材２０が位置する溶接部３１は、溶接ビー
ド幅がｗ１になる。溶接部３０が重ならないように移動速度と送り速度は制御されており
、溶接部３０（３１，３２）間の隙間ｘ１，ｘ２は、「ｘ１，ｘ２＞０」に設定されてい
る。
【００２３】
　また、パイプ状部材１０の板厚をｈ、コイル状部材２０の板厚をｈｃ、パイプ状部材１
０の内側にコイル状部材２０の位置しない場所でパイプ状部材１０の内外径を変化させな
いレーザ溶接の最大溶接エネルギーをＥ１、パイプ状部材１０とコイル状部材２０の溶接
固定を可能とする最小溶接エネルギーをＥ２とするとき、溶接部３１，３２がパイプ状部
材１０の軸Ａを中心とした螺旋状で、溶接部３１，３２が重ならず、パイプ状部材１０か
らコイル状部材２０までの溶接深さＨがｈ＜Ｈ＜ｈ＋ｈｃで、溶接深さ（溶融深さ）Ｈと
なる溶接エネルギーＥは、Ｅ２≦Ｅ≦Ｅ１の関係を満たしている。
【００２４】
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　なお、パイプ状部材１０の内側にコイル状部材２０の位置しない場所でパイプ状部材１
０の内外径を変化させないレーザ溶接の最大溶接エネルギーＥ１とは、パイプ状部材１０
の内径及び外径の変化が両方とも直径の１％以下の変化しか生じない溶接エネルギーの最
大値である。ここで、本実施の形態では、パイプ状部材１０の内側にコイル状部材２０の
位置しない場所でパイプ状部材１０の内外径を変化させないときの溶接エネルギーでは、
パイプ状部材１０の内側にコイル状部材２０が位置する場所でコイル状部材２０の内外径
を変化させない（直径の１％以下の変化しか生じない）。
【００２５】
　また、溶接エネルギーＥは、「単位時間当たりの溶接エネルギー×溶接時間」で表され
るため、レーザ光Ｌの強度が一定であっても、送り方向Ｄ２の送り速度等によって溶接時
間ひいては溶接エネルギーＥを簡単に調節することができる。但し、溶接部３０が重なら
ないように、回転方向Ｄ１及び送り方向Ｄ２の速度やレーザ光の強度等を調整する必要が
ある。
　溶接部３０の形成方向である図２に示す回転方向Ｄ３は、図３Ａに示すコイル状部材２
０の螺旋の回転方向（螺旋方向Ｄ４）と同方向とするとよい。なお、溶接部３０は、パイ
プ状部材１０の外周面で重ならないように隙間ｘ１，ｘ２を設けて形成することで、溶接
深さ等が不均一に形成されるのを防止して高精度に溶接部３０を形成することができる。
なお、溶接部３１の幅ｗ１は、溶接部３２の幅ｗ２よりも小さくなり、レーザ照射条件が
一定であるため、溶接部３１，３１の隙間ｘ１は、溶接部３１，３２の隙間ｘ２よりも大
きい。
【００２６】
　図３Ｂに示すように、パイプ状部材１０の内側に位置するコイル状部材２０は、板状コ
イルでコイル間が近接するようにしてもよい。溶接部３０は、パイプ状部材１０の内側に
コイル状部材２０が位置する溶接部３１のみからなる。この場合でも、溶接部３１間の隙
間ｘ１は、「ｘ１＞０」に設定されている。
【００２７】
　また、図３Ｃに示すように、コイル状内側部材２０は、断面円形のコイルでコイル間が
密着していないものでもよい。図３Ｃに示すように、溶接部３１，３２の隙間ｘ２及び溶
接部３２，３２の隙間ｘ３も「ｘ２，ｘ３＞０」の関係を満たす。
　また、図３Ｄに示すように、コイル状内側部材２０は、断面円形のコイルでコイル間が
近接するものでもよい。この場合、溶接部３０は、パイプ状部材１０の内側にコイル状部
材２０が位置する溶接部３１のみからなり、これらの隙間ｘ１も「ｘ１＞０」の関係を満
たす。
【００２８】
　なお、本実施の形態では、溶接部３０がパイプ状部材１０の外周に沿って数回回転して
いるものとして図示しているが、対象となる溶接領域Ｒの大きさ若しくは必要強度又はレ
ーザ光Ｌの種類などに応じて、数十回、数百回又はそれ以上回転しているものとすること
も可能である。
【００２９】
　また、本実施の形態では、コイル状内側部材として断面矩形又は断面円形のコイル状部
材２０を用いる例について説明したが、コイル状内側部材は、筒状外側部材と溶接される
ものであれば、他の形状とすることも可能である。筒状外側部材についても、多角パイプ
状などの他の形状とすることも可能である。
【００３０】
　また、パイプ状部材１０とコイル状部材２０とをパイプ状部材１０の外周からカシメた
り（塑性変形させたり）、パイプ状部材１０とコイル状部材２０との間に金属箔等の接合
のための部材を介在させたりした後に、上述のレーザ照射を行うようにしてもよい。
【００３１】
　本実施の形態によれば、パイプ状部材１０の軸Ａを中心とした螺旋状に、パイプ状部材
１０に外周からレーザ光が重ならないように照射されるため、レーザ照射前にパイプ状部
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材１０及びコイル状部材２０に接合のための塑性加工を必要とせず、パイプ状部材１０と
コイル状部材２０との間に接合のための部材を介在させない場合にも、内側にコイル状部
材２０がなくともパイプ状部材１０の内外径が変化することなく確実にレーザ溶接を行う
ことができる。更には、例えば広範囲の溶接領域Ｒでも、簡単な構成で短時間にレーザ溶
接を行うことが可能となる。
【００３２】
　また、本実施の形態では、パイプ状部材１０の軸Ａを中心とした螺旋状に連続的にレー
ザ光Ｌが照射される。そのため、パイプ状部材１０及びコイル状部材２０の寸法精度を保
つことができ、より高精度なレーザ溶接を行うことができる。
【００３３】
　また、本実施の形態では、コイル状内側部材としてコイル状部材２０を用い、コイル状
部材２０の螺旋（回転方向Ｄ４）と回転方向（溶接部３０の形成方向）Ｄ３が同方向の螺
旋状にレーザ光Ｌが照射される。そのため、パイプ状部材１０の外周のうち内側にコイル
状部材２０が位置する部分でレーザ光Ｌを照射しやすくなり、より高精度なレーザ溶接を
行うことができる。
【００３４】
　図４は、本実施の形態に係るレーザ溶接方法を適用した内視鏡１００を示す斜視図であ
る。
　図５は、上記内視鏡の蛇管接合部を示す断面図である。
【００３５】
　図４に示すように、内視鏡１００は、狭小空間に挿入される挿入部１１０と、この挿入
部１１０の基端部に配設された操作部１２０と、この操作部１２０から延出されたユニバ
ーサルケーブル１３０と、を備える。
【００３６】
　挿入部１１０は、先端硬質部１１１と、この先端硬質部１１１の基端部に配設された湾
曲部１１２と、この湾曲部１１２の基端部に配設された蛇管（可撓管）１１３と、を有す
る。
【００３７】
　操作部１２０は、把持部１２１ａを有する操作部本体１２１と、この操作部本体１２１
に配設された湾曲操作ノブ１２２と、蛇管１１３の基端部に配設されているとともに操作
部本体１２１の把持部１２１ａに配設された折れ止め１２３と、を有する。
【００３８】
　ユニバーサルケーブル１３０は、操作部本体１２１から延出された可撓管１３１と、こ
の可撓管１３１のうち操作部本体１２１に対して遠位側の端部に配設されたコネクタ１３
２と、可撓管１３１のうち操作部本体１２１に対して近位側の端部に配設された折れ止め
１３３と、を有する。
【００３９】
　図５に示すように、蛇管１１３は、筒状外側部材の一例である接続口金１１４を介して
図４に示す湾曲部１１２に接続される。
　蛇管１１３は、コイル状内側部材の一例であるフレックス１１３ａと、このフレックス
１１３ａの外側に配設されたブレード１１３ｂと、このブレード１１３ｂの外側に配設さ
れた外皮１１３ｃと、を有する。
【００４０】
　フレックス１１３ａは、例えばステンレス鋼材製の帯状薄板素材が螺旋状に成形されて
、略円筒状に形成されている。フレックス１１３ａの先端は、フレックス１１３ａの長手
方向の中心軸に対して９０度又は略９０度となるようにカットされている。
【００４１】
　ブレード１１３ｂは、例えばステンレス鋼材製の複数の素線が束にされた素線束を編み
込んだものが略円筒状に形成されている。
　外皮１１３ｃは、例えばゴム材などのフレキシブル性を有する樹脂材によりブレード１
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１３ｂの外側を覆うように略円筒状に形成されている。
【００４２】
　接続口金１１４は、例えばステンレス鋼材などの金属材等により略円筒状に形成されて
いる。接続口金１１４には、径方向外方に向かって突出したフランジ部１１４ａが形成さ
れている。また、接続口金１１４の基端部の内周面には、接続口金１１４の先端部よりも
内径が大きく形成された凹部１１４ｂが形成されている。
【００４３】
　また、接続口金１１４の凹部１１４ｂの内径は、フレックス１１３ａ単体を自然状態（
外力が加わらない状態）に置いたときに、フレックス１１３ａの外周面を凹部１１４ｂの
内周面に密着（嵌合）させるように、フレックス１１３ａの外径と同じかそれよりも小さ
く形成されている。
【００４４】
　また、上述のようにフレックス１１３ａの先端はその軸方向に対して略９０度にカット
されているため、フレックス１１３ａの外周面を接続口金１１４の凹部１１４ｂの内周面
に付勢しつつ、フレックス１１３ａの先端が凹部１１４ｂの先端の段差部分に当接されて
いる。すなわち、フレックス１１３ａの先端が接続口金１１４の凹部１１４ｂに位置決め
された状態で嵌合されている。
【００４５】
　このように嵌合された筒状外側部材の一例である接続口金１１４とコイル状内側部材の
一例であるフレックス１１３ａとは、図１～図３Ｄを参照しながら説明したパイプ状部材
１０（筒状外側部材）とコイル状部材（コイル状内側部材）２０とのレーザ溶接と同様に
、溶接領域Ｒにおいて、接続口金１１４の軸（中心軸）Ｂを中心とした螺旋状に溶接固定
される。
【００４６】
　なお、ブレード１１３ｂの外側に配設されたカシメ部材１１５は、例えばステンレス鋼
材などの金属材で形成されている。カシメ部材１１５は、例えば、接続口金１１４のフラ
ンジ部１１４ａに当接するブレード１１３ｂの先端側において、接続口金１１４の外側に
対してカシメられる（塑性変形加工される）。この後には、上述の本実施の形態のレーザ
溶接を行ってもよい。本実施の形態のレーザ溶接は、コイル状の蛇管１１３（フレックス
１１３ａ）等の溶接に適しているが、その他の部分を溶接領域Ｒとしてもよい。
【００４７】
　なお、接続口金１１４をフレックス１１３ａの外側に対してカシメた後に接続口金１１
４とフレックス１１３ａとを溶接固定してもよいが、上述のレーザ溶接によって接続口金
１１４とフレックス１１３ａとは確実に固定されるため、変形を避けるためにカシメない
構成をとる方がより望ましい。
【００４８】
　図６は、本実施の形態に係るレーザ溶接方法を適用した内視鏡用クリップ装置３００を
示す要部断面図である。
　図６に示すように、内視鏡処置具としての内視鏡用クリップ装置３００は、例えば図示
しない内視鏡挿入部の処置具挿通チャンネルに挿通され、内視鏡と組み合わせて使用され
る。そのため、管状体３１０、操作ワイヤ３２０等からなる挿入部は、処置具挿通チャン
ネルよりも十分に長く形成されている。挿入部は、内視鏡挿入部の湾曲に合わせて湾曲す
るように可撓性を備えている。
【００４９】
　操作ワイヤ３２０は、管状体３１０に沿って延びるとともに管状体３１０に対して進退
自在に挿通して配されている。また、操作ワイヤ３２０は、図示しないクリップユニット
が着脱自在に係合された基端側よりも太径のフック３３０が先端に接続されている。
【００５０】
　フック３３０は、図示しないクリップユニットを引掛けるために使用される。また、フ
ック３３０は、例えばステンレス鋼材等の金属材で形成されており、上記クリップユニッ



(8) JP 5980475 B2 2016.8.31

10

20

30

40

50

トを引掛けて係合する略円錐形状の係合部３３１と、軸部３３２を介して例えば溶接など
によって係合部３３１を操作ワイヤ３２０に接続するワイヤ接続部３３３と、を有してい
る。
【００５１】
　管状体３１０は、基端側に配された手元側コイル３１１と、この手元側コイル３１１の
先端に接続され、手元側コイル３１１の内径よりも大きい内径を有する先端側コイル３１
２と、手元側コイル３１１と先端側コイル３１２とを接続するコイル接続パイプ３１３と
、を有する。このコイル接続パイプ３１３は、手元側コイル３１１及び先端側コイル３１
２よりも硬質である。
【００５２】
　手元側コイル３１１は、例えばステンレス鋼材製の略円形断面の丸線が平線状につぶさ
れて平線３１１ａとされたものが螺旋状に密巻きされた筒状に形成されている。
　先端側コイル３１２は、例えばステンレス鋼材製の略矩形断面の平線３１２ａが螺旋状
に密巻きされた筒状に形成されている。
【００５３】
　先端側コイル３１２の先端には、例えばステンレス鋼材製で環状に形成された先端チッ
プ３４０が配されている。
　コイル接続パイプ３１３は、例えばステンレス鋼材からなる略パイプ形状とされて、外
径が先端側コイル３１２の内径と略同一の先端側接続部３１３ａと、外径が手元側コイル
３１１と略同一の手元側接続部３１３ｂとが接続されて形成されている。先端側接続部３
１３ａの内径と手元側接続部３１３ｂの内径とは、略同一となっている。
【００５４】
　ここで、コイル接続パイプ３１３（手元側接続部３１３ｂ）は、上述の筒状外側部材の
一例として機能し、手元側コイル３１１は、コイル接続パイプ３１３の内側に位置するコ
イル状内側部材の一例として機能する。
【００５５】
　コイル接続パイプ３１３と手元側コイル３１１とは、図１～図３Ｄを参照しながら説明
したパイプ状部材１０（筒状外側部材）とコイル状部材（コイル状内側部材）２０とのレ
ーザ溶接と同様に、溶接領域Ｒにおいて、コイル接続パイプ３１３の軸（中心軸）Ｃを中
心とした螺旋状にレーザ溶接される。
【００５６】
　なお、先端側コイル３１２の外側からレーザ光を照射することができれば、先端側コイ
ル３１２を筒状外側部材として用い、コイル接続パイプ３１３（先端側接続部３１３ａ）
をコイル状内側部材として用いることで、レーザ溶接方法を行うことも可能である。本実
施の形態のレーザ溶接は、コイル状の手元側コイル３１１等の溶接に適しているが、その
他の部分を溶接領域としてもよい。
【００５７】
　例えば、フック３３０の係合部３３１と操作ワイヤ３２０との接続部分や、その他の接
続部分に、本実施の形態のレーザ溶接を行うことも可能である。
　なお、以上の説明では、上述のレーザ溶接方法により溶接固定された筒状外側部材及び
コイル状内側部材を備える内視鏡１００（図４及び図５）並びに内視鏡処置具としてのク
リップ装置３００（図６）について、本実施の形態のレーザ溶接方法に好ましい適用例と
して説明したが、本実施の形態のレーザ溶接方法は、内視鏡の筒状外側部材及びコイル状
内側部材との溶接であれば、適用可能である。
【符号の説明】
【００５８】
　　　１　　　レーザ溶接部材
　　１０　　　パイプ状部材
　　　１０ａ　　　端部
　　２０　　　コイル状部材
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　　　２０ａ　　　端部
　　３０，３１，３２　　　溶接部
　１００　　　内視鏡
　１１０　　　挿入部
　１１１　　　先端硬質部
　１１２　　　湾曲部
　１１３　　　蛇管
　　１１３ａ　　　フレックス
　　１１３ｂ　　　ブレード
　　１１３ｃ　　　外皮
　１１４　　　接続口金
　　１１４ａ　　　フランジ部
　　１１４ｂ　　　凹部
　１１５　　　カシメ部材
　１２０　　　操作部
　１２１　　　操作部本体
　　１２１ａ　　　把持部
　１２２　　　湾曲操作ノブ
　１２３　　　折れ止め
　１３０　　　ユニバーサルケーブル
　１３１　　　可撓管
　１３２　　　コネクタ
　１３３　　　折れ止め
　２００　　　レーザ光照射装置
　３００　　　クリップ装置
　３１０　　　管状体
　３１１　　　手元側コイル
　　３１１ａ　　　平線
　３１２　　　先端側コイル
　　３１２ａ　　　平線
　３１３　　　コイル接続パイプ
　　３１３ａ　　　先端側接続部
　　３１３ｂ　　　手元側接続部
　３２０　　　操作ワイヤ
　３３０　　　フック
　３３１　　　係合部
　３３２　　　軸部
　３３３　　　ワイヤ接続部
　３４０　　　先端チップ
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